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既往の距離減衰式を巨大地震に対応させるための補正項の導出

Additional Correction Terms for Existing Ground Motion Prediction Equation 

Corresponding M 9 Earthquake 

加藤裕也て神野達夫料

Yuya KATOU and Tatsuo KANNO 

In this study, we suggest correction terms for an existing ground. motion prediction equation corresponding 
magnitude 9 earthquake. A丘町the2011 off the Pacific coast of Tohoku earthquake, the importance of accurate 
prediction of seismic motion has been reconfirm. However, the existing ground motion prediction equation 
would overestimate seismic motion by the huge earthquake of magnitude 9 classes. Therefore, in order to 
improve the accuracy of it, correction terms for the existing ground motion prediction equation are obtained by 
regression analysis. 

Keywords : Ground Motion Prediction Equαtion, The 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquαke, Seismic Motion, Magnitude 
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1 はじめに

2011年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震

（東日本大震災）により我が国は未曾有の被害を被っ

た。この地震以降、阪神淡路大震災から 15年以上が過

ぎ薄れかけていた地震防災対策に関する意識は非常に

高まっている。

1995年の阪神淡路大震災以降、我が国では K-NET、

KiK-net0等の強震観測網の整備が防災科学研究所など

の研究機関を中心に進められてきた。それにより我が

国は世界でも有数の高密度地震観測網を有し、その観

測網で得られた強震記録の統計回帰分析によって、地

震調査委員会による地震動予測地図にも用いられる距

離減衰式である司・翠川（1999)Z）をはじめ数多くの距

離減衰式が提案されている。距離減表式は、最大加速

度（PGA）や最大速度（PGV）、加速度応答スペクトル

などを簡便な式を用いて予測する経験式であり、計算

が容易で強震動の平均的な特性をよく表すことから、

強震動予測の経験的な手法のーっとして、地震被害想

定のための地震動評価や詳細な地震動シミュレーショ

ン結果の検証など様々な場面で利用されている。

一方、これまでに観測された巨大地震や東北地方太

平洋沖地震の観測記録の分析からは、モーメントマグ
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ニチュード （Mw）が増加しでもPGAやPGVはそれほ

ど大きくならず、巨大地震がこれまでに提案されてい

る多くの距離減表式の適用範囲外であることを承知の

上で、既存の距離減衰式でMw=9.0の地震動を計算する

と、その予測値は観測値を大きく上回ることが司・他

(2011) 3lにおいて指摘されている。

そこで本研究では、観測された強震記録に基づいて、

距離減表式による M9クラスの地震動の予測値が観測

値を過大評価する原因について、マグニチュードに関

連する項に注目し、既存の距離減衰式を用いてM9クラ

スを含む巨大地震の地震動を予測することを可能にす

るために必要な補正項の検討を行う。

2 地震動データベース

本研究で用いた地震動データベースの構築に当たっ

てはKannoet al. (2006) 4lに準拠している。すなわち、

Kanno et al. (2006）で用いた2003年までのデータベース

にK-NET、KiK-net、気象庁で観測された2011年までの

地震を加えて構築されている。震源位置は気象庁によ

る一元化震源情報を用いており、防災科学研究所の

F-net5）で決められた値を用いた。ここで速度波形の算

出では、データのSN比を考慮する必要性があるため、

本研究では周期10秒のローカットフィルターを用いた。

また、震源から観測点までの距離に関しては、断層モ
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デルが明らかな地震については断層最短距離、それ以

外の地震については震源距離を用いた。

3 東北地方太平洋沖地震の観測記録と既存の距離減

衰式の対応

既存の距離減衰式が巨大地震を過大評価する要因に

ついて考察するために、図 lに我が国で観測された

Mw=6.0、7.0、8.0、9.0の地震記録の PGAおよび PGV

と既存の距離減表式による距離減表曲線の比較を示す。

本検討では本論文で構築したデータベースから地震を

抽出した。比較するために用いた地震を表 1に示す。

用いた距離減衰式は、可・翠川（1999）、 Kannoet al. 

(2006）、佐藤（2010)5lである。司・翠JI[ ( 1999）は日

本で最も使用されている距離減衰式で、震源深さや地

盤タイプを考慮した距離減表式である。 Kannoet al. 

(2006）はそれまでにない非常に膨大なデータから導き

~102 
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出された加速度応答スペクトルにも対応した距離減衰

式であり、司・翠川（1999）とは違い震源深さや断層

タイプのパラメータを設定していない。佐藤（2010)

は比較的新しい距離減衰式の一つで、プレート問、ス

ラブ内（プレート内）地震を対象とし、上下動にも対

応する特徴を持つ。以下にそれぞれの式を示す。

1. 司・翠川（1999)

log pre＝αMw + hD + L diSi + e -kXー
log(X + c) (1) 

2. Kanno et al. (2006) 

log pre= 

α1Mw + b1X + c1 -log(X + d11QeiMw) (D壬
30km) (2) 

log pre= 

α2Mw + b2X + c2 -log(X) (D > 
30km) (3) 
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表 1 比較に用いた地震

震央

Mw 震源時間 経度 緯度 震源深さ（km) 地震タイプ 観測点数

6. 0 2000年 07月21日03時39分 31. 95 130. 30 9. 24 プレート内 241 

7. 0 2003年 05月初日 18時 24分 38. 82 141. 65 72. 03 プレート内 209 

8. 0 2003年 09月26日04時50分 41. 78 144. 08 45. 07 プレート間 282 

9. 0 2011年 03月11日14時46分 35. 60 141. 50 23. 7 プレート間 622 
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佐藤（2010)

log pγe＝α3Mw + hsub log D + hsla log D -b3X -
log(X + d3100.50Mw) + c3 (4) 

ここで、 p陀は予測値、 Mwはモーメントマグニチュ

ード、 Dは震源深さ（km）、品は断層タイプ、 Xは断層

最短距離（km）を表し、司・翠川（1999）における仏

h、品、 e.k、c、そしてKannoet al. (2006）における町、

島、 C1、d1、e1・向、 b2・C2、佐藤（2010）における向、

h助、 hsla• b3・C3、めはそれぞれの式における回帰係数
を示す。

それぞれの計算条件は司・翠川（1999）はPGAを地

表の予測値とし、 PGVはMidorikawaet al. (1994) 7lにお

いて提案された地盤増幅率と平均S波速度 （AVS30）の

関係式を用いて標準的地盤の最大速度としている。

Kanno et al. (2006）はPGA、PGVともに地表における予

測値としており、佐藤（2010）はPGA、PGVともに佐

藤（2010）にて求められる全観測点のサイト係数の平

均値について算出している。なお、 Mw=9.0はそれぞれ

の距離減衰式の適用範囲外であることに留意されたい。

PGAの距離減衰曲線は既存の距離減表式の間でそれ

ほど大きな違いは見られないが、 Mwが大きくなるにつ

れて観測値を過大評価する。一方、PGVでは、佐藤（2010)

は比較的よく観測値を再現しているが、司・翠川（1999)

やKannoet al. (2006）では、 Mw=9.0の場合の観測値を大

きく上回り、司・他（2011）での指摘されている Mw

が大きくなると観測値を過大評価するという研究と調

和的である。

図2は、プレート問地震、断層最短距離X=50km、震

源深さ D=30km、標準的な地盤 （AVS30=300mls）にお

けるそれぞれの距離減表式による予測値と Mwの関係

を表す。

距離減衰式による予測値と Mwの関係

PGA、PGVいずれの場合のおいても Mwが大きくな

るにしたがって予測値が大きくなる傾向は変わらず、

PGAでは佐藤（2010）の予測値が他に比べて大きいが、

その傾きについて、それぞれの距離減表式で特に大き

な差は見られない。一方、 PGVでは、佐藤（2010）に

比べて司・翠川（1999）やKannoet al. (2006）の傾きが

大きくなっている。つまり、これら 2つの距離減表式

は Mwの大きさに予測値の大きさの依存度が高く、過

大評価した原因であると推察される。

以上のことから、本研究では距離減表式の Mwに関

する項について補正項の導出を試み、考察を行う。

図2

3. 

4 回帰分析

本研究では現在日本において最も有名で、確率論的

地震動予測地図 8）の作成など広範に利用されている

司・翠川（1999）により提案される（I）式で表される距

離減衰式を使用する。

回帰分析に用いた地震データは先のデータベースか

ら、司・翠川（1999）に準拠して、以下の条件で選別

した。

1) Mw t.J~ 5.8以上である。

2) 地表の記録である。

3) 直交する水平動2成分が記録されている。

4) 断層最短距離が200km以下である。

5) 震源深さが6～120kmまでである。

6) 10以上の観測点で記録された地震である。

また、 PGVはAVS30を用いて、司・翠JI!(1999）と

同様に Midorikawaet al. (1994）で提案される補正により

硬質地盤上のものとしている。本研究において地震タ

イプは、地殻内地震、フレート問地震およびプレート

内地震の 3種類としている。なお、本研究のデータベ
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翠川（1999）の係数をそのまま用いている。算出され

たAとMwの関係を合わせて図3に示す。

PGA、PGVともにMwが7～7.5程度までは、係数A
は直線的に増加するが、特に PGAにおいてMwが8で

頭打ちする傾向が見られる。Mw=9の地震が観測される

以前はこの頭打ちの傾向が明確ではなかったため、既

存の距離減衰式の研究では Mwと係数Aに対して一定

の関係、すなわち一次式の関係を仮定して回帰分析を

行っていた。そのため、 Mw=9に適用すると係数 Aは

過大に評価されることになり、予測値が観測値を大き

く上回る要因となる場合がある。また、 PGVに比べて

PGAはMw=6前後の係数Aの値に大きなばらつきが見

られた。

5 Mwに関する補正項の導出

定式化を行う際のモデル関数には、

A＝α1Mw + {J1 (5) 

A＝α2Mw2 + {J2Mw + y2 (6) 

の 2種類を用いた。なお、ここで、 α1・/31、旬、ん、 Y2
は回帰係数である。なお、（6）式の場合は、想定される

最大のマグニチュードを 10とし、マグニチュード 10

までモデル関数が単調に増加するという条件、つまり、

fJ2/(2α2) < -10 (7) 

を概ね満たすものとする。

また、補正項を導出するにあたり、司・翠川（1999)

において地震タイフによる場合分けがなされているた

め、本研究においても地震タイプ毎に補正項を導き出

すこととする。定式化を行うに当たって、 Mwごとに地

震数に大きな偏りがあるため、回帰分析結果には地震

数が多い小さな地震の影響が強く反映される。そこで、

データベース内の地震数の分布を参考にデータに重み

付けを行った。重み付の係数は 1.0(5.8到 w<6.5）、

2.0 (6.5ヨル＜7.5）、 4.0(7.5ヨdw<8.5）、 8.0(8.5:::;Mw）とし
た。回帰分析の結果得られた係数を表2に示す。

ースにおける PGAおよび PGVは、それぞれ加速度お

よび速度波形の水平動の直交する 2成分の時間領域に

おけるベクトル合成波形から算出している。一方、司・

翠川（1999）ではPGA、PGVのデータの最大振幅値と

して、水平 2成分の内の大きな方の値を最大振幅値と

して採用している。前者の方法による PGA、PGVは後

者に比べて経験的に l割程度大きいと思われるが、本

研究では同等であると仮定した。

本研究では、（1）式における Mw項 （aMw）および、定数

項（e）の和をAとおき、地震毎に回帰分析を行い、 Aの

値を求めた。その際、震源近傍のデータの影響を強く

反映させるために、翠川・大竹（2002)g）で提案される

断層最短距離による重み付け（6.0(X三25km）、

3.0 (25km<X三50km）、 1.5(50km<X三75km)

1.0 (X>75km) ）を行う。

回帰分析の対象は Aであり、それ以外の係数は司・

回帰分析により得られた各係数

PGV 
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はその求め方において厳密には司・翠川（1999）とは

異なる方法を用いており、その差は 1割程度であると

考えられる。つまり本研究で求める誤差には、この求

め方の違いによるものが含まれていることになるが、

その大きさは 0.03程度と大きな影響ではないと判断で

きる。

表3より、 Mwが7以上の地震に対する全体誤差は補

正項導入により、誤差が小さくなっている。特に二次

式の補正項を導入した際の誤差が最も小さくなった。

また、全地震記録に対する全体誤差を表 4に示す。

表 4より、全地震記録に対しても補正項導入後は全体

誤差が減少している。また、全地震記録に対する全体

誤差では一次式と二次式の補正項の明確な違いは見ら

れなかった。

102 

断層最短距離（km)

一一一一司・翠川（1999)
一一一次式補正項
一一一二次式補正項

図4 補正項適用前後の距離減衰曲線と東

北地方太平洋沖地震の観測記録の比較
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6 マグニチュード補正項の考察

本研究で求めた Mwの一次式を用いた場合の Mw項

を g1(Mw）、二次式を用いた場合を g2(Mw）、司・翠川

(1999）のMw項をgo(Mw）とすると、一次式を用いた

場合の補正項は、

RJ=gJ{Mw)-g0(Mw) 

二次式を用いた場合の補正項は、

R2=g2仰w)-go似w) (9) 

となり、補正項を加味した予測j式は以下のようになる。

log pre1=log pre+R1 (10) 

log pre2=log pre+R2 (11) 

ここで、 pre1、pre2はそれぞれ補正項を加味した予測

値を表す。

図4は補正項適用前後の距離減衰曲線と東北地方太

平洋沖地震の観測記録の比較である。 PGA、PGVとも

に補正項適用前に比べ、適用後の距離減衰曲線が観測

値をよく説明できている。

ここで、 PGVに比べてPGAは東北地方太平洋沖地震

に対する補正項による適用効果が小さい。図 5はプレ

ート問地震について Mw項を表す係数Aを回帰分析し

た結果である。図 5において、 PGVはMvv=9の地震に

対して元の司・翠川（1999）の Mw項の値が大きく改

善されている。一方、 PGAでは元の Mw項は補正項導

入前から比較的 Mvv=9を表現しており改善は小さく、

このような違いが東北地方太平洋沖地震への適用効果

に影響したと思われる。図3からわかるようにPGAの

係数 Aはばらつきが大きく、回帰分析の際ばらつきの

大きな Mvv=6前後のばらつきによる影響が強く、 PGV

ほど巨大地震に対する適用効果があまり表れなかった

ものと考えられる。

また、一次式を用いたんと二次式を用いたんを適用

した場合を比較した場合、特にPGVにおいて東北地方

太平洋沖地震の観測記録をより過大評価を抑え説明し

ている。これは図 3で確認されたマグニチュード項に

よる頭打ちを二次式による非線形の Mw項の場合がよ

り適切に表現しているためと考えられる。

しかし、数の少ない巨大地震の内の一つである東北

地方太平洋沖地震の観測記録だけでなく、他の巨大な

地震の観測記録の多くをうまく説明できているかも重

要である。

そこで、表 3にMwが7以上の地震に対する全対誤

差を示す。全体誤差を式（12）に示す。

(8) 

~LWo妖伽）一 log(p附2

誤差を算出するにあたり、司・翠川（1999）と本研

究は先に述べたように使用した最大振幅値の算出方法

に違いがある。なお、先述の通り、本研究の PGAとPGV

(12) Eau= 
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係数Aの回帰分析結果

表3 Mwが7以上の地震に対する全体誤差

Mwが7以上の地震に対する
PGA PGV 

全体誤差

司・翠川（1999) 0.33 

一次式補正項 0.30 

二次式補正項 0.28 

0.30 

0.25 

0.22 

表4 全データに対する全体誤差

全体誤差 PGA PGV 8) 

司・翠川（1999) 0. 32 0. 28 
9) 

一次式補正項 0. 29 0. 25 

二次式補正項 0. 29 0. 25 
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7 まとめ

本研究では司・翠川（1999）について、 M9クラスを

含む巨大地震に適用させるための補正項の導出を行っ

た。以下に本研究で得られた知見をまとめる。

① 導出したマグニチュード補正項の適用前後を比較

したところ、補正項を導入することで適切に規模

の大きな地震を説明できる。

② 一次式および二次式による補正項のいずれの場合

も、特に Mw=7以上の地震において PGAよりも

PGVに補正項の適用効果がみられる。

③ Mw項に関する補正項は一次式で表現するよりも

二次式で表現する方が規模の大きい地震の観測記

録をより適切に説明できる。
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